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１．本小論の課題 完全な規定に終っているのは(3)、そうした立法過

程に起因しているからだといえる。しかもすでに

教特法案の審譲過程において教員の身分・地位あ

るいは権利をめぐる現況の様々な問題の萌芽が看

取できる。それゆえこれらの根本的な問題把握の

ためにも、まず同法案の審議過程における論点を

整理することが重要である(4)。

篭者はこれまで戦後初期における教員身分保障

制度の形成過程の分析から戦後教育改革の－断面

を明らかにする作業を続けてきたが(5)、本稿は先

に発表した論稿の中で十分論及できなかった教特

法の法案審議過程の分析に力点を置き、そこにお

ける論点と問題点を抽出・整理することを目的と

している。

天皇制教学の法制的支柱でありまた教育の最高

基準としての位置を占めた｢教育勅語(明治23年）

の体制下においては、教員の思想・言論・結社．

政治的活動の自由は保障されず、むしろそれら教

員の市民的権利にたいしては禁圧的であった(1)。

それが戦後の憲法・教育基本法制の確立にともな

い教員政策についても劇的な転換期を迎え制度上

大きな展開をみせた。

戦後初期の教員政策は教員の地位・身分保障を

至上課題とするものであり教員の市民的権利を保

障し教育・研究の自由を認め、教育権の独立を基

本的に志向した。そこでその理念を法制度上保障

するものとして構想されたのが“教員身分法”で

あった。ところが同法案は当初の理念の後退・歪

小化の過程を経ながら教育公務員特例法（1949年

１月12日公布・施行、以下、教特法と略）として

結実した。確かに教特注は教育基本法制の一角を

担う法律として期待され、また教育基本法ととも

に「教員」基本法制の中核をなす位置を占めなが

らも(2)、現状維持の読みかえ規定が多く非常に不

Ⅱ、戦後公務員制度の確立と教特法の成立

１．教員身分法単独立法構想と公務員制度の確立

戦後初期における教員の身分保障制度の形成過

程に注目すれば、実に興味深い軌跡がみられる。

それは、文部省と教員組合との間で締結された労

働協約が、教育法規・政策レベルでの法制定作業
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階制、中央人事機関、選抜任用制等）を導入する

必要があると考え、顧問団を招聰するが一方の文

部省は国公法が一律に学校教員に適用されること

については当初から消極的な姿勢をみせた。それ

は文部省サイドの次の文替から容易に理解でき

る。同文書によれば、①教職には独立性が認めら

れるので、組織命令系統を重視する国公法の適用

は適当でない、②教育の民主化の観点から教育委

員会による人事行政が望ましく、また、大学の場

合にはその自治に任せるのが望ましいので、人事

院による人事行政は望ましくない、③試験選抜は

不適当、④職階に応じた給与表は不適当、⑤教員

の本分として必要な積極的規律が必要、⑥教職の

特質に鑑み服務規律を厳にする反面、身分保障を

積極的に行うこと等を要求し明らかに国公法から

の適用除外を求めたのであった(9)。しかしながら、

官僚機構の民主化政策は進められ国公法はついに

成立し教員身分法単独立法構想は断念せざるを得

ない状況に追い込まれた。

よりも早く新しい教育法秩序を形成していたこと

である。両者間で締結された協約の内容は、単に

教員の労働条件、教養文化・研究・教育の計画の

みを協譲の対象事項としたのではない。協約は、

教員の経済的・社会的・文化的地位全体の向上と

保障を図ることをその内容としてもっていただけ

ではなく、教員の政治活動の自由を承認し教員の

政治的地位の保障についても労働協約はその機能

を果たすことが期待された。そしてなによりも、

教員が自らの地位（身分）に関する決定に参加し

うる団体交渉権の実質化と行政参加制度の原則が

確立されていたことは特筆に値する(6)。それゆえ

文部省が政令201号（1948.7.31）に基づき一方

的に労働協約の締結破棄をするに至るまで現実に

協約が機能していたことを考えれば、教員の身

分・地位保障制度として果たした労働協約の戦後

教育改革期に占める地位は極めて重要であったと

いわねばならない。

他方、教育立法による法制度確立の動きは、田

中文相期以後特に進展した。同文相は教員の地

位・権利に関する特別身分保障法（教員身分法）

を構想していたが(7)、発案当初の教員身分法は、

広く教員の地位・権利の保障規定を包括しながら

も、当時、高揚しつつあった教育労働運動の規制

措置の機能としての「労働三法の適用除外規定」

を含んだ二面的性格を合わせもっていた。それが

先の労働協約の締結という既成事実は法案中の

「適用除外規定」を撤廃させ、教員身分法は名実

共に教員の地位・権利の保障を担う積極的な法案

としての体裁を整えるのに至った(8)。このように

して戦後教員身分保障法制度の形成過程は、労働

法による法制度が先行・確立し教育立法による法

制度はそれより遅れて教員身分法構想から出発し

た。ところがそれは直接実定法として結実したわ

けではない。なぜなら教員身分法の単独立法構想

そのものに打撃を与える事態が生じたからであ

る｡それは､プレイン・フーパー(BlaineHoover）

を団長とする対日合衆国人事行政顧問団による公

務員制度改革プランであり、直接的には国家公務

員法（1947年10月21日公布、以下、国公法と略）

の提示によるものであった。

GHQ民政局は、日本官僚機樽の民主化と能率

化の実現のためには､近代的民主的公務員制度(職

２．教特注の制定までの経過

教員身分法の単独立法の余地を失った文部省

は、国公法附則第13条の規定を根拠として「特例

法」の制定へ向けて路線を変更した。

附則第13条外交官､領事官その他在外職員、

学校教員、裁判所の職員、その他の一般職に属

する職員に関し、その職務と責任の特殊性に基

いて､この法律の特例を要する場合においては、

別に法律を以て､これを規定することができる。

但し、その特例は、この法律第一条の精神に

反するものであってはならない。

文部省は教員の「職務の特殊性」ゆえに一般公

務員とは異なる取り扱いが必要であるという認識

に立ち「特例法」の成案作業を急いだuoIoそこで

1948年６月30日、「教育公務員の任命等に関する

法律案」が第２回国会に提出されたが、会期の関

係で同案は審議未了となった。ただし、国会は法

案の重要性を認め、国会法第47条により継続審議

案として第３回臨時国会（1948年10月11日～11月

30日）に持ち越された。ところが、その際、同案

の母法たる国公法の争議禁止のための改正が行わ
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れた゜国公法の改正に伴い(1948年12月３日公布)、

提出されていた「教育公務員の任命等に関する法

律案」にも所要の修正を施す必要が生じ、また一

方においては教育の地方分権化をめざす教員委員

会法が公布施行され、都道府県及び五大市をはじ

めその他46市町村においては、教育委員会が成立

するに至ったのでこれらとの関係においても同案

に若干の修正を必要とした。こうした理由から政

府は同案を第３回国会の承諾を得て、１２月８日、

「教育公務員特例法案」として第４回通常国会に

提出したのである。

法案は､12月８日衆議院文部委員会に付託され、

９日には参議院の文部委員会に予備審査のための

付託がなされた。両院の審議状況をみれば、衆議

院においては９日より11日まで政府との間の質疑

応答を中心に審議が進み、１２日には各派共同の一

部修正案が提出されたのち、討論採決に入り、満

場一致で議決、同日の本会議で可決された。参議

院においても９日より予備審査の形式で12日まで

一般質問を中心に審議が行われ、１３日には衆議院

で修正された法案の送付を得て審議を続行したの

ち、討論採決を行なったが、共産党の反対者１名

を除いた大多数の賛成を得、翌14日本会議で可決

をみた。よって本法案は政府原案に衆議院の一部

修正案が加えられて国会を通過したのである。か

くて成立した教特怯は、1949年１月12日法律第１

号として公布され、公布の日から施行された。次

章では、特に第４回国会衆参両院における法案審

議の論点と問題点を指摘したい。

又それに準ずる人を主としてこの法案の対象とし

て取り上げ（中略）学校の事務職員は教育には勿

論関係がありますろが、一方においてはいわゆる

他の事務職員との関連において事務職員的な面が

非常に濃厚であります(ｕｂと答え、学校の事務職

員に適用する法律としては、国立学校の事務職員

の場合は国公法を、また公立学校の事務職員に対

しては、立法の予定されている地方公務員法の適

用がよいと判断した。ここで、「教育に直接携わ

る人、又それに準ずる人」というのは、「国立学

校及び公立学校の学長、校長（園長を含む)、教

員及び部局長並びに教育委員会の教育長及び専門

的教育職員」（教特法第２条第１項）を示し、そ

れらを教育公務員として法定し教特法の適用対象

としたのである。

政府委員は学校事務職員が学校教育と一定の関

係があることをみとめながらも、他の一般事務職

員との「事務職員的な面」が強いとして国家（ま

たは地方）公務員法の適用がよいと判断した。こ

の政府の見解に対して「別々な規定の違った、そ

ういうふうな身分上の点からもやはりどうも仕事

の内容が変り、又その職場に不統一が起るんじゃ

ないか⑫」という危Ｉ倶が出され、学校運営を円滑

にしていくためにも教特法の適用範囲を事務職員

までひろげることが適当ではないかという意見も

出た。しかし、その意見に対しても政府は、「一

般公務員と言いましても、やはりそれぞれの職階

を分けて見ますと、その職階の内容、その責任等

に応じた適切なる措置が公務員法の下に行われる

べきだと思いますろから、その法の運用でやった

方がいいので、教員というものの方に結び付けて

来るということにかなり法律的な無理があるのじ

やないか畷」と答弁している。

このように審議経過を概観すると政府は、教特

注の適用対象は当初から事務職員にまで拡大せ

ず、専ら教育活動に直接関係する教員を中心にそ

の範囲を限定して考えていた。それは教員と事務

職員の職務には相違がみられ、それは「教員は被

教育者の個性に即し、その完成をめざすものであ

って、この点においてサービス供與を主眼とする

一般の対人的公務とは性質を異にする」職務性を

もつからであるとした四・それゆえ学校事務職員

を教育公務員の中に包含しなかったのであり、教

Ⅲ法案審畿の論点

第４回通常国会に提出された「教特法案」の審

議過程において論点となった主要な箇所は、①学

校事務職員「適用」論議、②教員の休職規定、③

教育長の選考権、④研究費支給をめぐる論議、以

上の４点にまとめられる。

１．学校事務職員「適用」論議

教特法案の逐条審議を開始した参議院文部委員

会において、学校事務職員を教育公務員とした方

がよい、との質疑があり、それに対して辻田力政

府委員は、「原則としまして教育に直接携わる人、
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特法の適用外とした。このように一般事務職員と

学校事務職員との事務職員的な面だけを取り出し

て一般法を適用したことは実質的に一般事務職員

＝学校事務職員とし、結果的には学校事務職員に

固有な職務の特殊性を不明瞭にしたu5I。

えば、教員の身分を保障するために立法化された

教特法の精神に反するものであると言わざるをえ

ない。なぜなら休職期間「満２年」は最高限度で

あって、最低基準として定められたものではない

からである｡つまり､｢満２年｣の休職期間中に治療

できない場合は教職を辞さなければならず四、同

規定が果たして教員の身分保障のために十分であ

るかどうか疑問視される。したがってこの休職期

間「満２年」は最低基準として設定し、最高限度

は地方の教育委員会に委ねることが教育の地方分

権性をとる教員委員会法（昭和23年７月15日）の

精神からも当然に要請できた。法案審議の際、

「高等学校以下、これを(休職規定を示す一筆者）

地方教育委員会の自主性、自立性を重んずれば、

地方教員委員会に委せて置いてもよろしい」（河

野委員）という意見があったが、、これは地方教

育委員会の自主性を全面的に尊重する立場にある

もので、法的に最低基準を設定する必要性を説い

てはいない｡河野意見は地方教育委員会の自主性、

自立的判断を重視したもので注目されるが､他方、

当時の地方教育財政の貧弱さゆえに、果たして休

職中の教員の生活を十分保障することが可能であ

るのかどうかという意見も出された⑳。それゆえ

に「満２年」と一律に定められたのである。

第二に、休職期間「満２年」は、妥当な期間で

あるのかが論点となった。第14条は結核性疾患の

ため長期の休養を要する場合についてのみ規定さ

れているので、ここでは休職期間「満２年」は結

核性疾患のための休職の期間として適当であった

かが論点となる。政府は休職期間を「満２年」と

定めたのは、医学的根拠にもとづくものであると

した。しかしながら、この休職期間が実質的に最

高限度であるためにその期間中に治療できない場

合は「首切り」も辞さないことが政府委員の発言

より確認できた。

第三に、第14条は結核性疾患のみでなく他の疾

患にも適用を拡大すべきという意見が出されたこ

とは⑫、教員の身分保障の本来のあり方を示唆し

ているもので有益である。大学教員の場合は「心

身の故障」ということでひろく休職の適用が考え

られるが、大学以外の教員の場合は結核性疾患の

みであり国、ここに大学教員と大学以外の教員の

身分保障上きわめて大きなひらきがある。第14条

２．教員の休職規定

教員の休職について規定している条項には、第

７条（休職の期間）と第14条（休職の期間及び効

果）がある。前者は大学教員の休職について規定

し、後者は大学以外の学校教員のそれについて規

定している。両条項ともに教員の休職について定

めることで教員の身分を保障するものであると解

せられるが、両条項の規定内容の相違、特に休職

の期間について大学においては大学管理機関が定

めるとされたのに対して大学以外の学校教員につ

いては、一律に「満２年」と定め、その点が法案

審議における論点のひとつになっている｡さらに、

大学以外の学校教員の休職期間をそもそも「満２

年」としたことは妥当であったか、また第１4条は

結核性疾患のみに適用するのではなく、第７条規

定同様、「心身の故障」として他の疾患にも適用

するように改正すべきという意見も出された。以

下、上記の論点に着目しつつ審議過程に即して考

察したい。

辻田力政府委員の説明によれば、大学教員の休

職期間については大学管理機関が定める(第７条）

としたのは、大学の自治の尊重によるものである

としたuBo教特法案の提案理由のひとつに、大学

の自治と学問の自由の保障が提示されており⑰、

したがって「大学の自主性によりまして大学の行

政をやるという考えの下に、この休職期間の問題

につきましても、大学管理機関において定めるこ

とにしてある蝉』というわけである。一方、大学

以外の学校教員の場合は、①法律のなかに一律に

休職期間を「満２年」と定めたこと、②休職期間

を「満２年」としたことは妥当か、③第14条の適

用を結核性疾患のみでなく他の疾患に対しても適

用すべきではないか、以上の三点が審議における

争点となった。

まず第一に､休職期間を法律のなかに（第14条）

一律に｢満２年｣と定めたことは適切な措置であっ

たのかどうかを検討の対象としたい。結論から言
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規定は結核性の疾患に対してのみ特例が設けら

れ、大学教員のように「心身の故障」とひろく規

定されていないために、大学以外の教員の身分保

障は不徹底であったといえる。

育長が選考権者と規定したことは、教育委員会法

の立法意志に反するものとして問題とされなけれ

ばならない。なぜなら、教育委員会法第49条は原

案では、教育長の助言と推薦を求めてやるという

のを国会では消極的に「求めることができる」と

いうように修正されたのである。修正された理由

は､教育長の権限が増大して､教育委員会がロボッ

トになるというような恐れから修正した、という

国。このような経過があるにもかかわらずあえて

第13条に教育長が選考権者であると規定したこと

は、教育委員会法原案の修正の意味を無くすもの

である。さらに、教特注成立後、第15条が削除さ

れたことは、教育長の選考権が重視されたのでは

ないかとも考えられる。

次に、政府見解によれば、選考そのものは事務

的な作業であるから、事務局長たる教育長に任せ

ることが教育委員会との権限配分に丁度よいと判

断し､また､教育長に選考権を任せることが教育委

員会の機能を侵すものではないと考えたために第

13条を規定したという国。したがって教育委員会
が任命権をもっていることが前提となっていて、

教育長の選考は任命に至るまでの中間手続きであ

るといえる｡つまり､教育長の選考権が､｢教員採用

の全過程の一部分でしかないもの⑰」として把握

されていたので、教育委員会には教育長の選考に

対しては拒否権をもつことも確認されていた轡。

ところが、教育委員会が任命権者である（第１５

条）という規定が昭和26年に削除されたため人事

に関して教育長の権限が大きくなったのではない

かという予測が立てられる。本来なら第13条を削

除することが、教育委員会法第49条と教特法第１５

条の立法意志に沿うものであると解せられるが、

教育委員会法第49条を受けて規定された教特法第

15条そのものが削除されたのである。教特法は教

育委員会法と一体のものとして意味が確認される

のであるから、第15条が削除されたことはきわめ

て遺憾なことであったと言わねばならない。

さて、教特法第15条が削除されたので、第13条

と教育委員会法第49条のどちらが法的に効力があ

るのかが問われることになる。教特法の制定段階

では教育長の選考は任命に至るまでの中間手続き

であることが確認されたので、教育委員会法第４９

条が教特注第13条よりも法的効力があるとみなさ

３．教育長の選考権

校長の採用並びに教員の採用及び昇任は、選考

によるものとし、その選考は、大学附置の学校以

外の公立学校にあってはその校長及び教員の任命

権者である教育委員会の教育長が行うとされてい

る（教特法第13条第１項)。教育長が選考権者で

あるとする点に関して審議のなかでも活発な論議

を呼んでおり、根本的には同規定と当時の教育委

員会法第49条（教育委員会の事務）が矛盾抵触す

るのではないかということがその論点となってい

る。以下、具体的にみてみたい。

第49条教育委員会は左の事務を行う｡但し、

この場合において教育長に対し、助言と推薦を

求めることができる。

五別に教育公務員の任命等に関して規定す

る法律の規定に基き、校長及び教員の任命その

他の人事に関すること。

六教育委員会及び学校その他の教育機関の

職員の任命その他の人事に関すること。

人事をする以上、選考は当然その中に入るべき

であるにもかかわらず、教特法案のなかにわざわ

ざ選考ということだけを教育長が行うとした理由

を政府は次のように述べている。第13条では人事

に関して任命に至るまでの手続き上のある部面を

教育長が行うということであって、任命権者は依

然として教育委員会にある、と“。このように第

13条を規定したのは、人事に関して任命に至るま

での手続き上のある部面を事務局長的な性格を

もっている教育長にさせることが事務処理の上か

ら適当であると判断されたためで、これが教育委

員会のもっている人事権を侵すものではない、と

政府は言明している。また政府は教特法第15条で

教育委員会が任命権者であると規定しているの

で、第13条と教育委員会法第49条との間には矛盾

はないと述べているが、教育委員会法の立法過程

及び教特法成立後の経過をみるとき、第13条に教
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れる｡この点に関し政府委員による刊行物でも｢選

考権者の行う選考事務は法律上はあくまで手続き

上のものであって、任命権者の任命権を拘束する

ものではない園」と明確に述べられている。

与えられた研修の機会と、それから教育公務員が

みずから絶えず研究と修養に努める。その両方を

言ったものだ”」と発言しており、発言の後段に

自主的な研修形態をみることができ、そこに研究

費の直接支給の論拠があるとみて差しつかえな

い｡教員が｢みずから絶えず研究と修養に努める」

ために特別の経費、研究費を支給すべきとする久

保委員の発言は注目されるが､先に述べたように、

政府としては教育・研修機関の整備・充実を第一

としていたため、教員に直接研究費を支給するこ

とは考えていなかった。

さて当時の教育委員会注は財政的基盤が弱いの

で、教員の研修のために財政的裏づけをつけるこ

とができない。そのために同法が財政的に、いわ

ゆる予算の上で完全なものとなるためにも修正す

る意思があるのかを問われた政府は、研修費も研

修制度の確立とともに考え、「教育委員会法の改

正については、関係方面と協議の上で、改正につ

いて考慮したい巳｡」という姿勢をみせている。ま

た、教特法第20条第４項として研修に要する費用

は、国又は地方公共団体において計上しなければ

ならぬという１項を入れていただきたいという要

請に「給与等についての関係は、国家公務員法の

本則によるということになりましたので、その第

３章の研修のなかには研修費に関する点を除いた

のでありまして、研修に関する面は別途考究され

るべきものである鋤」とした。

４．研究費支給をめぐる論議

法案審譲の中で、特に教特法第19条第１項を受

けて教育公務員がみずから絶えず研究と修養に努

めるために係る経費、いわゆる「研究費Ｇｄ」の支

給が議論となった。研究費の概念が、「教員の研

究と修養に係る経費」であるという基本的な同意

は、政府委員及び他の審議委員の中にも認められ

た。ところが、ここでいう研究費を直接教員に支

給するのか、あるいは又、「学校の中におきまし

て研究をするため⑪」に学校単位に支給するのか

という支給方法に相違がみられる。前者の見解、

つまり、教員に直接研究費を支給することによっ

て教員が研究と修養に励むことができるとする久

保委員の主張は、政府が第19条第１項の研修の規

定を学校内における研修と狭く解釈していること

と対立した。すなわち、久保委員は研究費という

ものを教員が研究・修養をするために不可欠な図

書費等を購入するために支給されるべきものとし

てとらえている。これに対して政府は「学校でそ

れ（図書を示す一箪者）を買って図替室に備えて

行く鋼」ことが妥当であるとしている。その理由

は、①各教員の図書費の算定の困難さ、②図書室

に備えるので他の教員も利用できるからであると

する国。このように政府と久保委員の研究費支給

の見解に相違がみられたのは、教員の研修制度の

とらえ方に帰因するものと考えられる。政府は研

修制度のあり方を基本的に二つにとらえ､第一に、

第19条第１項から教員の自発的な研修と、もう一

つは第19条第２項及び第20条の規定から特定の研

修機関幽によって特別な方法により行われるもの

であるとしている。しかも第１9条第１項の研修の

規定は政府見解によれば、学校内における研修で

あって、研究費は図書を購入するためのもので

あった。また、特定の研究機関において特別な方

法により行われる研修、いわゆる行政研修に対し

て文部省は菰極的に推進するつもりでいたのであ

る。

他方、久保委員は「第19条の第１項は、これは

Ⅳ、結賠

以上、本稿では戦後教育改革期に成立した教特

法の法案審議過程における論点と問題点に焦点を

あてて考察してきた。これらの考察をまとめてみ

ると次のようにいえる。①学校事務職員は教員が

直接教育活動に従事することと異なり「一般の対

人的公務・対物的公務」に従事するのであるから

教特法の適用外とされた。②大学教員の休職規定

は｢心身の故障」とし､大学以外の学校教員は｢結

核性疾患のみ」という法の適用範囲の相違がみら

れた。それゆえ、大学以外の教員の身分保障は不

徹底であった。③教育長の選考権は任命に至るま

での中間手続きの作業であって、教育委員会は教

育長の選考権に拘束されるものではないとされた
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が、現状では「選考主体が事実上、任用主体であ

る」ことが報告されている。④文部省は行政研修

を重視していたため、教員に直接研究費を支給す

ることは考えていなかった。

こうした論議を踏まえ成立した教特法は、教育

公務員にとって最小限不可欠とみられる事項一任

命、分限、懲戒、服務及び研修一を規定している

のが特徴的である。教特法の前法的性格を有する

教員身分法が、教員の地位・権利の保障と教育権

の独立を志向して単独立法構想されていたことを

考えれば、教特法はそれらを明確に提示できな

かった。だが、教特法は戦後教育基本法制の一角

を担う法であることに変わりはない。その意味で

教員の地位・権利を保障することが子どもの学習

環境を整える教育条件整備の一環にほかならず、

究極的には子どもの学習権の本質的保障を促進す

ることができるということを念頭において同法の

解釈と運用をしなければならない。

(6)前掲「戦後教育改革研究(1)」Ｐ185゜

(7)前掲「戦後教育改革研究(Ⅱ)」参照。

(8)同上、参照。

(9)羽田貴史「教育公務員特例法の成立過程（そ

のm)」（｢福島大学教育学部論集』第37号、

1985年）Ｐ32～33.

⑩教特法制定までの経過については、前掲『教

育関係法Ⅱ」を参照にした。

⑪｢第４回国会参議院文部委員会会議録第２号」

1948年12月11日、Ｐ１．

⑫同上、Ｐ２．

⑬同上、Ｐ１．

Ｍ井手成三箸「詳解教育公務員特例法』労働文

化社、1949年、Ｐ24.

⑬学校事務職員の「事務」がそれ自体明確な内

容をもつようにみえるが現実にはそうではな

く、「学校事務が教育労働として十分その本

務を発揮できるよう職務内容の明確化が切

望」きれている現状とあわせてみれば、今後

十分検討を要する点である。坂本重雄「学校

職員の労働法上の地位一公立学校事務職員を

中心として」（『季刊教育脚総合労働研究所、

1978年）Ｐ105-106.

個前掲『参議院文部委員会会議録第２号』Ｐ３。

⑰前掲『衆議院文部委員会会議録第２号』１９４８

年12月９日、Ｐ４。

⑬前掲『参議院文部委員会会議録第２号」Ｐ３。

⑲井手成三説明員は、大学教員は代替がきかな

いが大学以下の教員はそれがきくので、休職

期間が過ぎても治癒できない場合は辞職して

もらう、とした。同上、Ｐ６．

⑬同上、Ｐ３。

⑳同上、Ｐ４。

⑫同上、Ｐ６．

画政府は、教特法第14条で結核性疾患のみにつ

いて規定した理由を教員の結核り病率が高い

からだと説明した。同上、Ｐ６．

⑭政府は、教員の人事権は教育委員会にあるこ

と（教育委員会法第49条）を確認しそれを受

けて「公立学校の校長及び教員の任命権は、

その校長又は教員の属する学校を所管する教

育委員会に属する」（教特法案第15条）が規

定された、と答弁した。それゆえ教育長の選

〈注〉

(1)平原春好著『日本教育行政研究序説東京大

学出版会、1970年、参照。

(2)神田修｢教育基本法と教育公務員特例法一『教

員』基本法制の意義と課題一」（神田修編『学

校教育と教職員の権利」学陽書房、1978年）

Ｐ210-211。

(3)田中二郎「教育基本法の成立事情」（鈴木英

一編『教育基本法の制定｣学陽書房、1977年）

Ｐ279-281゜

(4)本稿Ⅲの法案審議の論点をまとめるにあた

り、前掲神田論文、Ｐ215、有倉遼吉・天城

勲著『教育関係法Ⅱ」日本評論新社､1958年、

P384-385を参考にした。

(5)拙稿「戦後教育改革における教員身分保障制

度成立に関する研究(1)－労働協約の締結過

程と内容分析を中心に－」（熊本大学教育学

部教育制度・学校経営研究室『教育行政学研

究』第２号、1993年１月)、「同研究(Ⅱ)－教

員身分法制定構想の展開過程を中心に－」

（『琉球大学教育学部紀要』第42集１，１９９３

年３月)、「同研究(Ⅲ)－教育公務員特例法の

制定過程を中心に－」（『琉球大学教育学部紀

要」第44集I、1994年３月)。
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考は「任命に至るまでの一つの手続」に過ぎ

ないことを確認している。同上、Ｐ５・

田松本(七)委員は､教育委員会法第49条は｢原

案では教育長の助言と推薦をもとめてやると

いうのを、国会では消極的に助言を求めるこ

とができる」と修正された経過を述べ、その

修正案が通過した理由を水谷(昇)委員は｢教

育長の権限が増大して、教育委員会がロボッ

トになるというようなおそれから修正した」

と答えた。従って教特注第13条の選考権が教

育長にあるとしたことは、第49条修正の意味

をなくすものだとした。前掲『衆議院文部委

員会会議録第２号」1948年12月９日、Ｐ７－

８．

㈱井手成三説明員によれば、教育専門職員であ

る教育長が事務的観点から任命の前段階であ

る選考を行ない、教育委員会が任命権をもつ

ものであることを明らかにしまた選考に対す

る拒否権を持つものであると答えた．前掲『参

議院文部委員会会議録第２号」1948年12月１１

日、Ｐ５･

㈱神田修「教員の採用に関する制度的問題一教

員の『選考』と『任命権』をめぐって」（『労

働法律旬輌1971年５月中旬号）Ｐ14．

四辻田力政府委員は、選考は任命に至るまでの

中間の手続きであり、最終的決定権は教育委

員会にあると説明した。また井手説明員と同

様、委員会には選考に対する拒否権があると

明言した。前掲『衆議院文部委員会会議録第

２号」1948年12月９日、Ｐ８．

㈱辻田力著｢教育公務員特例法一解説と資料一』

時事通信社、1949年、Ｐ113．教育委員会法

に代わって成立した地教行法の今日、「教育

委員会規則ないし訓令といったもので、教師

の『任命」等に関する教育委員会の権限を、

教育長に委任しないし専決させている」状況

もみられ、「選考主体が事実上、任用主体で

ある」ことが指摘されている。神田修・土屋

基規編著『教師の採用』有斐閣選書､1984年、

参照。

ＢＣＩ『第４回国会衆議院文部委員会会議録第４号』

1948年12月11日、Ｐ２ｏ

ＢＤ同上、Ｐ３・

図同上、Ｐ５･

卿同上、Ｐ５・

御政府が研修に要する施設と考えているのは、

学校内の研究室、教育研究所、研修所、大学

研究室及び図書館、博物館、公民館といった

施設である。同上、Ｐ２．

㈱前掲『衆議院文部委員会会議録第４号」１９４８

年12月11日、Ｐ２．

㈱前掲『衆議院文部委員会会議録第２号』１９４８

年12月９日、Ｐ６．

⑰同上、Ｐ８．
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